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総合戦略の策定
について

I
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平成27年（2015年）に、内閣官房から提唱された「まち・ひと・しごと創生」では、平成

20年（2008年）から始まった日本全体の人口減少を食い止めつつ、地方創生も同時に押

し進めることで、将来にわたって活力ある日本社会を維持することを目指すことが目標とし

て掲げられ、その実現に向けて、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」が策定されました。

この「まち・ひと・しごと創生総合戦略」においては、「人口減少と地域経済縮小の克服」

と「まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立」が基本的な考え方として掲げられ、その実現

に向けた施策の方向性として、「地方における安定した雇用を創出する」「地方への新しい

ひとの流れをつくる」「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「時代に合った地

域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する」という4つの基本目標が

掲げられています。

これらの基本目標の実現に向けて、それぞれの自治体で施策を展開していくこととなりま

すが、当然、地域によって課題も異なれば、それに向けた処方箋（実施すべき施策）も異な

ります。よって、国全体で掲げられた「長期ビジョン」や「総合戦略」に基づきながらも、そ

れぞれの自治体で、それぞれの課題と将来ビジョン（人口ビジョン）を整理したうえで、各自

治体独自の「まち・ひと・しごと総合戦略（地方版総合戦略）」を策定しています。

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」と
は
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益城町では、平成27年（2015年）12月に「益城町人口ビジョン」と「益城

町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。しかし、平成28年熊本地

震の発生により、町の状況は一変し、「益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」

で掲げた町の課題や目標、施策の方向性が、実際の状況にそぐわないものと

なってしまいました。

そこで、平成30年度（2018年度）に、実際の人口の状況や益城町復興計

画の目指すべき将来像を見据えながら、「益城町人口ビジョン」の改訂を行っ

た上で、そのビジョンの実現に向け、「震災による離町の抑制、離町者の早期

帰還の実現」「交流人口・関係人口の増加」「町の活気・賑わいの創出」の3

つの方向性を特に重視して「益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」の改訂

を行いました。

この改訂において、益城町としては、「被災された方の生活再建を最優先と

しながら、さらに、これから益城町で生活していく方が安全で健康的に暮らせる

まちづくりを進め、住民や民間団体等と協働し、地域の特性を活かしたまちの

にぎわいづくりに取り組むことで、交流人口・関係人口の拡大、雇用の増大を

図り、将来的に定住人口を増加させることで、持続可能な社会の実現を目指す」

という、まち・ひと・しごとの連携の新しい姿を描きました。

このような中、令和元年（2019年）6月に、国から「まち・ひと・しごと創生基

本方針2019」が発表され、第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定に向

けての基本的な考え方が示されました。この中では、第1期での地方創生をよ

り一層充実・強化させていくために、従来の枠組みを維持しつつ、最近の社会

情勢や技術の進歩等を取り込みながら、「地方へのひと・資金の流れを強化す

る」、「新しい時代の流れを力にする」、「人材を育て活かす」、「民間と協働する」、

「誰もが活躍できる地域社会をつくる」、「地域経営の視点で取り組む」という

6つの新たな視点に重点を置いて施策を推進することが示されました。以上の

国からの発表を受けて、当町においても「第2期益城町まち・ひと・しごと創生

総合戦略（以下、第２期総合戦略とします）」の策定を行います。

益
城
町
に
お
け
る

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」へ
の
取
組
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今回、益城町において「第2期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定するに

あたり、下記を基本的な考え方として進めます。

① �第1期総合戦略からの継続を重視しつつ、「新たな視点」
を取り込む等の必要な強化を行います

�
「益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」については、平成30年度（2018年度）に、

平成28年熊本地震の影響を考慮した大幅な見直しを行っています。その見直しから

時間も経過しておらず、解決すべき課題も継続している状況ですので、抜本的な内容

の見直しは行わないこととします。

一方で、先述の通り、「まち・ひと・しごと創生基本方針2019」では、「地方へのひと・

資金の流れを強化する」、「新しい時代の流れを力にする」、「人材を育て活かす」、「民

間と協働する」、「誰もが活躍できる地域社会をつくる」、「地域経営の視点で取り組む」

という6つの新たな視点が示されています。

こういった新たな視点を通じて、これまで解決が難しいとされていた課題についても、

解決の可能性を見出せるのではないかと考えています。よって、今回、「第2期益城町

まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定にあたっては、国から示された6つの新しい視点

を積極的に取り込むことを前提として考えていきます。

特に、「民間と協働する」という視点については、平成30年（2018年）12月に策定

した「第6次益城町総合計画」において「まちづくりの基本理念」として掲げている内

容ですので、引き続き、確実に取り組んでいきます。

一方、Society(ソサエティ)5.0※1 の実現に向けた技術の活用や、SDGs(エスディー

ジーズ)※2 の観点の積極的な取り込みなど、「新しい時代の流れを力にする」という視

点については、町の課題を解決するにあたってのブレイクスルー（障壁を突破する大き

な要素）となり得る可能性があると考えますので、その中身をしっかりと理解しながら、積

極的に取り込んでいきたいと考えています。

② �既に活動されている個人・団体の想いを取り込んで策定し
ます

�
益城町では、既に多くの個人・団体の方が、「益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」

の内容に沿って活動をされています。益城町のまちづくりの基本理念にも掲げている「協

働のまちづくり」の精神に基づき、既に活動されている個人・団体の方の活動内容や

意見、想いや期待をお伺いしながら、「第2期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

策定していきます。

「
第
２
期
益
城
町
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
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Society 5.0

必要な知識や情報が共有されず、新た
な価値の創出が困難

情報があふれ、必要な情報を見つけ、分析
する作業に困難や負担が生じる

これまでの社会

これまでの社会
少子高齢化や地方の過疎化などの課
題に十分に対応することが困難

これまでの社会

人が行う作業が多く、その能力に限界があ
り、高齢者や障害者には行動に制約がある

これまでの社会

IoTで全ての人とモノがつなが
り、様々な知識や情報が共有さ
れ、新たな価値がうまれる社会

AIにより、多くの情報を分析
するなどの面倒な作業から解
放される社会

少子高齢化、地方の過疎化など
の課題をイノベーションにより
克服する社会

ロボットや自動運転車などの支
援により、人の可能性がひろが
る社会

IoT（Internet of Things）、ロボット、人工知能（AI)、ビッグデータといった新たな技術をあらゆる産業や社

会生活に取り入れることで、経済発展と社会的課題の解決を両立していく新たな社会の姿のことを指します。

※1 S
ソ サ エ テ ィ

ociety5.0 とは

（出典：内閣府ホームページ「Society 5.0で実現する社会」 , https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/）

※2 S
エスディージーズ

DGs とは

「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略です。国際連合が2015年に掲げた、

持続可能な開発の実現に向けた具体的行動指針のことを指します。
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第 2 期益城町
まち・ひと・しごと
創生総合戦略

II
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平成28年熊本地震の影響により、町内の住家の約98%が被害を受けました。また、人口も震災前と

比べておよそ1,600人減少しています（H27年度（2015年度）末34,545人、平成30年度（2018年度）

末32,897人）。

そのような中、平成28年（2016年）12月に震災からの復旧・復興の指針となる「益城町復興計画」を

策定し、「住民生活の再建と安定」「災害に強いまちづくりの推進」「産業・経済の再生」を基本理念としな

がら、復旧・復興に向けて各施策を推進してきました。また、平成30年（2018年）12月には、町の人口の

将来展望を示す「益城町人口ビジョン」を震災の影響を踏まえて見直すとともに、町復興計画を継承する

形で「第6次益城町総合計画」を策定し、「住みたいまち、住み続けたいまち、次世代に継承したいまち」

を町の将来像に掲げ、その実現に向けて各施策を推進しています。

しかし、被災者の住まいの確保に向けての支援を継続しているものの、様々な理由により住まい再建の

目途が立っていない方がおられ、本町では、1,701人（令和2年（2020年）2月末現在）の方が仮設住宅

に入居するなど、未だに、多くの方が自宅以外での生活を余儀なくされており、今後も継続的に支援をして

いく必要があります。また、震災に伴う住民の移動により、地域コミュニティの希薄化や、それに伴うにぎわ

いの衰退も懸念されています。

一方で、市街地部における被災市街地復興土地区画整理事業や都市計画道路益城中央線の整備

といった熊本地震からの復興に向けた事業が進められており、新たに整備されるインフラのストック効果に

よるにぎわいの創出が期待されています。また、特に集落部においては、地域住民等が主体となったフット

パス活動※3 の実施や、地域に古くから伝わる祭事の復活、新たな催し事の開催などにより、交流人口の

拡大が見られるようになっています。

益城町の現状と課題

※3 森林や田園などに設けられた歩行者用の小道を散策し、ありのままの自然や、古い町並みなどの風景を楽しむもの。
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先述のような課題を抱えている本町ですが、以下のとおり魅力的な「セールスポイント」も有しています。

充実した子育て支援
児童館の設置や、小・中学校における補助教員の配置、中学校

3年生まで医療費助成、子育て世帯を対象とした定住促進補助金

制度など、子育て・教育環境の充実や子育て世代の経済的負担の

軽減を図っています。実際に人口移動の状況を見ると、平成21年

（2009年）から平成27年（2015年）にかけて転入超過が続いて

おり、その内訳は0歳から10歳代前半の人口と20歳代後半から30歳代後半の人口の転入が多いこと

から、子育て世代が多く転入していることがうかがえます。また、令和元年度に実施した子ども・子育て支

援事業計画に係るアンケート調査によると、「子育てしやすいと感じる」「どちらかといえば子育てしやすい

と感じる」と回答した人は全体の8割に上り、子育て環境に対する満足度は高いといえます。

交通利便性のよさ
本町は熊本市の東部に隣接し、町の中心部を東西に延びる主

要幹線道路にはバスが走り、熊本市街地まで約30分で行くことが

できるといった交通利便性の良さがあります。また、本町には阿蘇く

まもと空港や益城熊本空港ICといった交通拠点もあり、住民の交

通手段としてのほか、物流系をはじめとしたさまざまな企業の進出先として期待されています。さらに、熊本

県と宮崎県をつなぐ九州中央自動車道の建設も進められており、域外からのアクセス性が向上することが

見込まれます。

豊かな自然環境
本町の南部から東部にかけては飯田山をはじめとした益城四山が連なり、そのふもとには農村と美しい

田園風景が広がっています。そこでは新鮮な農産物がつくられており、自然の恵みを享受することができます。

益城町復興計画の策定にあたって平成28年度（2016

年度）に実施した住民アンケートでも4割以上の方が本町

は自然環境に恵まれていると回答されており、町の中心部

からほど近い距離で水と緑豊かな自然を気軽に親しむこと

ができることも本町の特色です。

益城町の  セールスポイント

10
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人とのつながり
益城町復興計画の策定にあたって実施した住民アンケートでは、「本町

のどこが好きか」という問いに対し、「子育て・教育の環境がよい」という回

答以上に「地域での人間関係がよい」という回答が多くありました。これは

良好な地域コミュニティを形成しやすい土台があるといえ、子どもや高齢者

といった社会的弱者が安全・安心な生活を送ることができる環境があるといえます。実際に、震災後には

各地域でまちづくり協議会や自主防災クラブが立ち上がっており、自助・共助の精神に基づき地域活性化

に向けた取組等が行われています。

新しいまちづくり・にぎわいづくりの動き
平成28年熊本地震により多くの公共施設が被災しましたが、ほとんどの施設は復旧し、残る施設も計

画的に復旧に向けた取組が進められています。今後は新しくなった施設を活用し、例えばスポーツを通した

健康づくり支援を行う等、更なる住民の生活満足度向上につながる取組を展開していく予定です。

また、震災からの復興と更なる発展を実現するため、被災市街地の土地区画整理事業や主要幹線道

路の拡幅などの都市計画事業が進められています。このような新しいインフラを活かした新たなにぎわいづ

くりについて、民間団体等とも協働して検討が進められています。

さらに、各地域では住民提案に基づく避難路・避難地の整備や防災倉庫の設置が進んでおり、震災の

教訓を踏まえた災害に強いまちづくりに取り組んでいます。

国際交流の機会
先述のとおり、益城町には空の玄関口である阿蘇くまもと空港があり、令和元年度（2019年度）より空

港の民営化が進められています。新たに空港の運営を担う熊本国際空港株式会社は国際線の拡充を目

指しており、海外とのアクセス性の向上が見込まれます。

また、益城町には明治期から大正期にかけて台湾の教育の充実

に尽力し、今でも現地で慕われている偉人がいるなど、かねてより

海外との友好的なつながりがあり、今後そのつながりをより一層活

かした国際交流が期待されます。

11
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益城町にとって非常に厳しい状況にあることは依然変わりませんが、益城町人口ビジョンに掲げる将来

目標人口36,000人の達成に向け、先述のセールスポイントをさらに磨き上げることで、都会的な便利さと

田舎的な穏やかさの調和がとれた環境の中で、特に若い世代や子育て世代の人が心豊かに、人・自然・

世界とつながりながら、仕事や結婚・出産・子育て等の「取り組みたい」と思ったことに自信を持って取り組

める、すなわち“ちょっとよくばりな暮らしを実現できる”町を目指します。

そのためには、ハード・ソフト両面の取組を、現在の「益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」において掲

げている「震災による離町の抑制、離町者の早期帰還の実現」「交流人口・関係人口の増加」「町の活気・

賑わいの創出」の達成に、より一層効果的につなげられるよう、これまで以上に町全体が一体となり、そし

て新たな手法も取り入れながら、地方創生に向けた取り組みを進めていかなければなりません。

そこで、町が抱える課題の解決や現在の総合戦略に掲げる目標の実現、さらに「益城町人口ビジョン」

に掲げる人口「36,000人ビジョン」の達成を目指し、国が示す「まち・ひと・しごと創生基本方針2019」の

考え方を取り込んだ、既存の総合戦略以上に効果的・効率的な「第2期益城町まち・ひと・しごと創生総合

戦略」を策定します。

「第2期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」
策定の目的
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まち・ひと・しごと創生総合戦略は、将来の人口展望を示した人口ビジョンを踏まえ、将来にわたって持続

可能な地域社会を実現するための戦略です。熊本地震の影響を踏まえ平成30年度（2018年度）に改訂

した益城町人口ビジョンでは、多くの若い世代の人々が流入し、その後の社会移動は起こらないという仮

定で、令和12年（2030年）に人口36,000人を達成するというビジョンを描いています。しかしながら、平

成27年（2015年）の国勢調査における人口移動の数値を見ると、特に10歳代後半～20歳代前半の若

い世代で多くの人口流出が起こっていることが実情です。

また、国立社会保障・人口問題研究所が発表した将来推計人口（平成30年推計）によると、令和22年

（2040年）における益城町の20～39歳の若年女性人口は、平成22年（2010年）の国勢調査時点と

比較して29.8％減少するという数値が示されています。さらに、厚生労働省が令和元年（2019年）6月に

公表した人口動態統計月報年計（概数）によると、平成30年度の出生数の約9割は20～39歳の女性に

よるものであり、この年齢層の女性が減少することは出生数が大きく減少することも意味しています。

つまり、人口の減少に歯止めをかけ、将来にわたって持続可能な社会を実現するには、若い世代、特に

若年女性の流出の抑制と流入の促進について対策を講じる必要があるといえます。

よって、第2期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略では、今、本町に住んでいる人や関わりのある人の

暮らしや思いを大事にしながらも、若い世代や女性の視点をより意識した施策を展開していくこととします。

「第2期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」
のターゲット

「第2期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」の計画期間は、「まち・ひと・しごと創生基本方針2019」

の内容に基づき、令和2年度（2020年度）から、令和6年度（2024年度）までの5年間とします。

但し、町や町を取り巻く環境の変化や、関連する町の計画（益城町総合計画等）の見直しの状況に応

じて、計画の見直しについては、常に柔軟に判断しながら行っていくものとします。

計画期間

2019　・　2020　・　2021　・　2022　・　2023　・　2024　・　2025
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「第2期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定にあたって、本町の特性を活かした「まちづくり」「ひ

とづくり」「しごとづくり」の好循環を実現することで人口減少社会に対応できると考え、まず４つの政策目

標を策定しました。各政策目標ごとに成果指標や基本施策を設定し、さらに基本施策毎にＫＰＩ（重要業

績評価指標）を掲げています。これらの指標の目標値に到達することが、「益城町人口ビジョン」に掲げる

「人口36,000人ビジョン」を実現するための足掛かりとなります。

４つの政策目標
III
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益城町における人口増加を促進するためには、転入人口を増やすことに注力すると同時に、既存の住民

に満足いく生活を送っていただくことも非常に重要なポイントとなります。住民にとって魅力的な生活環境は、

町外から益城町を見たときにも魅力的に見えるためです。したがって、本町の特性を踏まえ、生活環境、生

活基盤等の整備や生活利便性の向上を図るなど、安全で安心して暮らせるまちづくりを住民や関係機関等

と連携して推進していくことは、本町の将来を見据えた場合、とても重要なものになります。

また、本政策目標は、政策目標２から政策目標４までを推進するうえでの基盤となる政策目標になります。

長期的な視点で本町の人口について考えると、特にこれから子育てに取り組んでいくような若い世代や

女性の移住・定住の流れを作り出すことが鍵になります。そこで、移住を検討されている人に当町を選んでい

ただくための第１歩目として、何よりもまず本町に対して興味をもっていただき、足を運んでいただくことが重要

となります。そのために、交流人口や関係人口の拡大を図る施策を推進します。

1.00点0.48点

基準値

「全体的に益城町は生活しやすい」得点※4 �

目標値

政策目標1

時代にあった環境をつくり、
安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する

政策目標2

若い世代の移住・定住の流れをつくる

250万人106万人

基準値

交流人口数（＝入込客数を指標とする） �

目標値

平成26年 令和6年度

※4 町民アンケートにおける「全体的に益城町は生活しやすい」という問いに対する満足度（-2、-1、0、1、２の5段階評価の平均値）。

令和元年度 令和6年度
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若い世代や女性の移住・定住を促進するためには、結婚・出産・子育てがしやすい環境づくりも大切なこと

です。若い世代や女性にとって魅力的な生活環境を整えることで、若い世代が結婚、出産、子育てをし、子

どもが大人になり、また結婚、出産をして、という良好な人口の循環が生まれます。このような循環の確立を

目指して、子育て環境の整備や相談体制の構築等に取り組みます。

「しごと」は、若い世代に限らず全ての人にとって、生活していくうえで最も重要な要素の一つです。したがっ

て、人口36,000人ビジョンの達成に向かうためには、「しごと」が「ひと」を呼ぶ仕組みが必要です。そこで、

本町の特長を活かした起業等も視野に入れながら、魅力ある「しごと」づくりを行い、若者を中心とした多世

代の就労を支援するよう取り組みます。

政策目標3

若い世代が、希望に応じて結婚・出産・子育てが
できる環境をつくる

5,200人5,139人

基準値

こども人口（15歳未満人口）※住民基本台帳�

目標値

平成30年度 令和6年度

政策目標4

若い世代を中心に多世代に安定した雇用を
創出する

12件起業件数（5ヶ年分の累計）�

131,466
百万円

基準値

町内総生産額�

目標値

平成28年度 令和3年度

136,809
百万円

目標値
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前述した４つの政策目標は、個々の目標が独立しているわけではありません。「町政運営の土台となる「ま

ち」を確固たるものとし、そこに「ひと」と「しごと」の好循環をつくる取組を強力に推進することで、持続可

能で活力あるまちづくりを実現する」という理念のもと、各分野が相互に結びつき影響しあって「益城町人

口ビジョン」に掲げる「人口36,000人ビジョン」の達成に向かっていくものです。

益城町における総合戦略の全体イメージ
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４つの政策目標を実現するため、政策目標ごとに「基本的方向」「数値目標」を設定します。また、目標

達成のための事業（「戦略事業」）群を「基本戦略」としてパッケージ化し、事業間の連携を図りながら戦

略を推進していきます。

政策目標別戦略
IV
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政策目標1

時代にあった環境をつくり、
安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する

“ちょっとよくばりな暮らし”を実現するためには、まず何より、安全・安心かつ快適・便利な暮らしをするため

の町の基盤ができていることが重要です。

特に、平成28年熊本地震の最大の被災地である本町では、今後も起こりうることが想定される災害に

備えて、「自助」「共助」「公助」の観点からの防災学習や避難訓練等の実施、民間や関係機関との連携

体制の構築等を推進しています。

また、平常時からの安全で安心して暮らせる生活環境の整備、「自然に恵まれている」などの町の特長

を活かした生活空間の整備、町民の健康づくりや町のにぎわいづくりなど、本町の復興からの将来像を見

据えたまちづくりを、Society5.0等の新たな社会・技術の動きも積極的に活用しつつ、住民、民間団体、

関係機関、行政等で連携して推進します。

これらの取組を通じて、SDGsの概念（「3.すべての人に健康と福祉を」「11.住み続けられるまちづくりを」

「13.気候変動に具体的な対策を」「15.陸の豊かさも守ろう」「17.パートナーシップで目標を達成しよう」）

に沿ったまちづくりを実現することで、特に、若い世代や女性に、「安全・安心」や「快適・便利」を感じ

ていただくことを基本的方向とします。

1.00点0.48点

基準値

「全体的に益城町は生活しやすい」得点 �

基本目標
目標値

令和元年度 令和6年度

20
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自主防災組織設立・
運営等の支援

自助・共助の観点から、日頃からの防災意識の向上、ICT※5 等の技術も活用した地域の見

守り、避難訓練の実施、震災が起きた場合の避難所運営等の実施基盤となる自主防災組

織の設立・運営等をさらに支援していきます。また、関係機関等との連携体制づくりを図ることで、

震災発生時の支援等体制を構築します。

避難地・避難路の整備
及び避難場所における
生活環境の改善

震災後、災害発生時に安全に避難できる場所や支障なく避難できる経路について、住民

自らが検討・提案する仕組みを構築し、運用してきました。今後は、提案いただいた内容を確

実に実現していくよう、事業を推進していきます。

また、指定避難所における備蓄倉庫や備蓄品、貯留型トイレ等の整備を継続して実施して

いくことで、いつ起こるかわからない災害に備えます。

「震災の記憶」の
後世への継承

平成28年熊本地震の反省等を踏まえ、震災遺構の保存・活用、防災学習の充実、住民コ

ミュニティの活用等を通して、震災の記憶を後世に伝え、防災力の向上に努めます。

特に、防災学習の充実については、震災後に続けてきた学校や幼稚園・保育園等と連携し

た防災教育プログラムの整備・運営を継続し、子ども達が安全に暮らせるための防災教育を

実施していきます。

災害に備えた連携体制の
構築

「災害はいつ起こるか分からない」ということを念頭に、他自治体、民間企業、関係機関等

との協定を進めています。引き続き、様々な団体等と協力しながら、各種支援や情報共有等

に関する連携体制を構築していきます。

平成28年熊本地震等を踏まえた
防災・減災のまちづくり

平成28年熊本地震の最大の被災地である本町での暮らしにおいて、まず何より重視すべきは、「防災・

減災のまちづくり」のための基盤づくりです。これから子育てをしていく世代はもちろんのこと、子どもから高

齢者まで、全員が安心して暮らせる町を実現するための事業を展開していきます。

これらの事業を進めていきます

（維持）

（令和元年末）

基本施策1

※5 情報通信技術（ICT：Information and Communication Technology）の略。

自主防災組織
カバー率

基準値 目標値

36% ▶ 100%
災害時応援協定

締結数

基準値 目標値

27件 ▶ 40件

重要業績評価指標 [KPI]

防災教育
実施校率

基準値 目標値

100% ▶ 100%
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移動しやすいまちづくりの推進
（公共交通体系等の再構築）

熊本市や空港に近く、またコンパクトに市街地がまとまっているという地理的なポテンシャルをさらに生か

していくためには、公共交通体系のさらなる充実が必要です。特に、自家用車を運転しない子どもや高齢者、

障がい者の方も移動しやすい交通基盤づくりを推進していきます。

交通弱者に対する
支援策の実施

高齢者や障がい者等の、外出機会の創出、買い物利便性の確保、健康づくりや生きがい

づくり等の観点から、いきいきと安心して暮らせるまちづくりに繋がる交通施策を継続して実施

していきます。

新しいまちづくりに即した
公共交通体系の再構築

被災者の生活再建や、都市計画道路益城中央線の整備（県道熊本高森線の四車線化）、

土地区画整理事業、街路整備事業等の都市計画事業の進捗にあわせながら、公共交通網

の整備や新たな公共交通モードの導入等の検討を行います。

併せて、町都市計画マスタープランとの整合性も図りながら、地域公共交通網形成計画を

策定し、将来に向けた公共交通施策の推進を図ります。

公共交通利用の促進 町民の公共交通の利用率向上と財政負担の軽減を図るため、公共交通の利用促進に向

けたＰＲの実施やバス停付近での駐輪場整備を通じたサイクルアンドライド※6の推進など、利

便性向上のための施策を検討・推進します。

また、周辺自治体や事業者等と連携しながら、公共交通の利便性のさらなる向上も図って

いきます。

交通結節点（交通広場）
の整備・活用

木山地区にて計画している交通結節点（交通広場）の整備を推進していきます。整備にあ

たっては、公共交通の利用のしやすさは勿論のこと、人が集いやすい空間を整備することで、

公共交通を中心とした新たな人の流れを作り出していくことを目指します。

これらの事業を進めていきます

基本施策2

※6 �住まいから自転車で、バス停や駅などの近隣に整備された乗り換え用駐輪場まで行き、公共交通機関に乗り換えて目的地まで
行く方法のこと。

地域公共交通網
形成計画の策定

高齢者及び障がい者の
タクシー券交付利用率

目標値

令和2年度
基準値 目標値

76%/69% ▶ 90%

町内路線バス
輸送人員数

基準値 目標値

1,673千人 ▶ 1,815千人

重要業績評価指標 [KPI]

バス停周辺駐輪場
整備箇所数

基準値 目標値

0箇所 ▶ 5箇所
高齢者 障がい者
（平成30年度）
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「歩く」を通じた、健康・安心・
にぎわいのまちづくりの推進

（あるくプロジェクト）
健康に暮らしていくためには、「歩く」をはじめとした日常的な運動を継続していくことが非常に大事です。

また、「まちのにぎわい」にとっても、「町をどれだけの人が歩いているか」は非常に重要な要素となります。

さらに、いつでも多くの人が歩いている町は、常に見守りがある町とも言えるため、特に子どもたちにとって

の安心の町でもあります。「歩きやすいまち」「歩きたくなるまち」「運動したくなるまち」となっていくための基

盤づくりを推進していきます。

これらの事業を進めていきます

基本施策3

本町独自の健康ポイント
制度※7の創設

健康で長くいきいきと暮らせるために、運動や健診（検診）、食生活の観点を取り入れた健

康ポイント制度を創設します。健康ポイント制度の運用にあたっては、町内の店舗や企業、町

内外の関係機関等と連携しながら推進します。

「歩きたくなる」
歩行空間づくり

都市計画道路益城中央線の整備（県道熊本高森線の四車線化）、土地区画整理事業、

街路事業等の推進にあたっては、「歩いて健康になるまちづくり」「歩いて楽しいまちづくり」に

つながる歩行空間の創出に積極的に取り組みます。

歩行空間の創出にあたっては、歩道の整備は勿論のこと、沿線の町有地の活用やまちづく

り協定・景観ガイドラインの作成等を通じた魅力的な沿線空間づくりも併せて実施し、いつでも

誰でも安心して楽しく歩ける歩行空間づくりを図っていきます。

都市拠点における
歩行者動線（人の流れ）
の創出

益城中央被災市街地復興土地区画整理事業と連携しながら、役場新庁舎や交通広場、

まちの商店街、物産館等の施設整備も進めていきます。それらの新しい施設と既存の施設と

が連携しつつ、まちづくり会社を中心にソフト事業も展開していくことで、都市拠点における人

の流れと、それによるにぎわいの創出を推進していきます。

まちあるき・郷あるき
ルートの整理

町内では、様々な団体によって「まちあるき・郷(さと)あるき」や「フットパス」活動が行われ

ています。これらの活動を行う際に設定されたルートを改めて整理し、誰もが町の様々なところ

をいつでも歩けるようにしておくことで、全町的に「歩きやすいまち」「歩きたくなるまち」の実現

を図っていきます。

健康ポイント登録者数

健康ポイント
協力事業者数

基準値 目標値

0人 ▶ 900人
基準値 目標値

0者 ▶ 20者

街路沿線における
狭小地活用箇所数

「まちあるき・郷あるき
ルート」整理

基準値 目標値

0箇所 ▶ 10箇所

目標値

令和2年度

重要業績評価指標 [KPI]

※7 �自治体が、自身の健康づくりに努力する住民に対してポイントを付与し、そのポイントに応じて様々なサービスを提供する、地域に
おける新しい健康づくりの仕組み。
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震災以降、道路や公園等の町の基盤づくりを進めていくにあたっては、まちづくり協議会等、地域住民

の皆さんが主体的に実施している活動やそこからの提案を大事にしながら進めてきました。今後も、住民と

行政が協働しながら、住民にとって必要な基盤づくりを進めていきます。

住民提案型の
まちづくりの推進

まちづくり協議会等を主体に、自らが住んでいる町の利便性や安全性等の生活空間の質

の向上に係る提案を住民自ら考えることを支援し、町とともに整備することで、生活しやすいま

ちづくりを推進します。

土地区画整理事業等の
推進

益城中央被災市街地復興土地区画整理事業や益城台地土地区画整理事業、新住宅エ

リアの民間開発等は、被災した町民の新たな住まいの受け皿になることから、住民の理解を

得るための説明を丁寧に行いながら、早期整備に努めます。

これらの事業を進めていきます

住民と行政との協働による
基盤づくりの推進

基本施策4

復興まちづくり計画進捗率
（事業着手数ベース）

基準値 目標値

75% ▶ 100%

重要業績評価指標 [KPI]

（平成30年度）

25



26

益城町の自慢すべきものの一つに「豊かな自然」が挙げられます。未来を担う子どもたちにとっても、豊

かな自然の中で過ごす時間は、とても貴重なものになると思われます。この豊かな自然環境の保全と活用に、

企業や住民の方と連携して一緒に取り組みながら、さらに積極的に日々の生活やレジャーに取り入れてい

くことで、より豊かな益城町の暮らしを実現していきます。

企業等と連携した自然環
境保全活動の実施

水環境保全や自然エネルギーの活用等、本町の豊かな自然環境・自然景観の積極的な保

全を、企業等とともに推進します。なお、その際には、未来を担う子どもたちも積極的に関われ

るよう、工夫を行っていきます。

住民等と連携した自然環
境保全活動の実施

住民自らが主体となって、自らの地域を見つめ、地域の特長を活かした魅力づくりや関係人

口の増加等の施策を展開していく際の貴重な資源の一つとして、地域の豊かな自然環境や

生態系の積極的な保全に努めることを支援します。

特に、震災前に行われていた河川に関する環境保全・活用活動については、地域の重要

な資源の一つでもあるため、地域だけでなく行政や多くの関係者の参加も募りながら、復活に

向けた動きを支援していきます。

これらの事業を進めていきます

益城町が誇る「豊かな自然」の
保全・活用の推進

基本施策5

企業等と連携した
森林施業面積※8 

「河川」に関する環境保全・活用活動数
（河川清掃、自然と触れ合うまちあるき等）

基準値 目標値

4ha ▶ 20ha
基準値 目標値

0件 ▶ 5件

企業等による
環境保全事業との連携数

基準値 目標値

2件/年 ▶ 4件/年

重要業績評価指標 [KPI]

※8 植栽（植林）、下刈り、除伐、間伐、伐採など森林に対する何らかの人為的働きかけをした森林の面積。
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町内外を移動しながら生活している人が多い本町においては、住民の生活利便性向上を実現していく

ための施策について、町内だけで行うのではなく、周辺の市町村や関係する企業等と連携して行っていく

必要があります。医療・福祉や交通、子育て、教育等の分野を中心としながら、周辺市町村と連携して、

住民の生活利便性のさらなる向上に努めていきます。

住民の生活利便性向上
のための連携

周辺市町村や企業等との連携により住民の生活利便性の向上を図るとともに、広域医療

や都市間交通、広域的な都市拠点の活用などを通して、町の活力を向上させていきます。

関係人口増加
のための連携

平成28年熊本地震を機に、震災遺構等を活用した教育旅行の誘致や住民主体の交流

活動の実施等、町内外から人を呼び込む活動が活発になっています。関係市町村や企業等

との連携による地域の魅力の向上に努め、さらなる関係人口の増加を図ります。

また、関係人口増加に向けた取組に関しては、国内自治体との連携に留まることなく、歴史

的な繋がりや社会環境的に類似した部分を持つ国外の自治体との連携や、海外から本町に

来られている方 と々の交流も積極的に推進していきます。

これらの事業を進めていきます

市町村の枠を越えた
連携体制の構築

基本施策6

住民の生活利便性向上に向けた連携事業数
（市町村の枠を越えて連携実施した事業数）

基準値 目標値

9件/年 ▶ 10件/年

重要業績評価指標 [KPI]

基準値 目標値

4件/年 ▶ 6件/年
関係人口増加に向けた連携事業数

（市町村の枠を越えて連携実施した事業数）
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政策目標2

若い世代の移住・定住の流れをつくる

本町は、震災により、全域において壊滅的な被害を受けました。しかしながら、震災の影響が少なく速や

かに再開している公共施設や道路、地域によって守り続けている行事や魅力ある自然環境などがあるに

も関わらず、震災により何もかも失われているといった誤解や安全が確保されていない危険な町といったマ

イナスのイメージがついている可能性があります。

このような状況においては、まずは本町のイメージアップに努める必要があります。一度、町を訪問して

いただき、少しでも、町に対する安心感とプラスイメージを持ってもらうことが重要と考え、関係人口を増や

すための取組みから始めていきたいと考えています。

そのためには、関係人口の受け入れ体制の整備を進めながら、同時に本町の復興状況や魅力、住みや

すさ等を町外に積極的に発信していく必要があります。

今後は、Society5.0等の新たな社会・技術の動きも積極的に活用しながら、本町のマイナスイメージを

払拭するための事業を実施し、特に、若い世代や女性に、「益城町に行ってみたい」「益城町に関わっ

てみたい」と思っていただくことを基本的方向とします。そして将来的には、特に若い世代や女性の移

住・定住に繋がるような施策を展開していきます。

250万人106万人

基準値

交流人口数（＝入込客数を指標とする） �

基本目標
目標値

平成26年 令和6年度

28
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「まちの農産品（及び農産
品を活用した特産品）」の
情報発信

農産品やそれを活用した特産品は、益城町にとって大事な地域資源です。この資源を、「益

城町」という名を冠して町内外の様々な場所や方法（インターネット通販等）で購入できるよう

にすることで、本町に対する認識・認知をより一層高めていきます。

「まちの風景や催し事」の
情報発信

市街地にほど近い位置にあるにも関わらず、山や川などの自然の風景や、田畑の風景が間

近に見えることは、益城町にとっての貴重な地域資源です。また、季節ごとに各地域で開催さ

れる祭事・神事などの催し事も、地域に残る大事な資源といえます。こういった風景を、町内

外の特に若い世代が触れやすいような媒体（例：SNS※9 等）を通じて発信していくことで、本

町に対する認識・認知をより一層高めていきます。

「まちの人々」の
情報発信

地域資源は、農産品のような「モノ」や、風景や催し事のような「コト」だけではありません。

益城町で日々生活している温かく優しい「ヒト」も、また大事な地域資源といえます。これからは、

この「ヒト」にもフォーカスを当てながら町内外に対して発信していくことで、本町に対する認識・

認知をより一層高めていきます。

「断層との共存（自然の
驚異と恵み）」についての
情報発信

国の天然記念物指定を記念したシンポジウムやイベントなどを開催し、本町の大地の特徴

や自然の驚異と恵みなども含め本町のことを正確に知っていただくよう、適切な情報発信を行っ

ていきます。

“自慢したい”地域資源についての
情報発信

特に若い世代や女性に益城町を知ってもらい、益城町を好きになってもらうためには、まず住民自らが地

域の資源を見つめなおし、好きになり、そして「自慢したい」と思えるまで磨き上げて（ブラッシュアップ）、情

報を発信していくことが重要です。既に多くの地域や住民がこの取組に着手されていますので、その動き

を継続していけるよう、行政も一緒になって取組を推進していきます。

これらの事業を進めていきます

重要業績評価指標 [KPI]

基本施策1

「銀座熊本館」での
町内特産品等の取扱品数

「ヒト」発信回数
（延べ回数）

町の魅力をSNSを通じて
発信する手段の確立 令和2年度

目標値

0品 5品

基準値 目標値

0回 20回

基準値 目標値

※9 �Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の略。インターネットを介して人間関係を構築できるWebサー
ビスの総称。
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タウンセールスのための仕掛け・
仕組みの構築

特に若い世代や女性に対して、町に遊びに来てもらったり、移住・定住を検討してもらったりするためには、

ターゲットに対して最も届きやすい手段・媒体で情報を発信していく必要があります。基本施策１で整理し

たようなそれぞれの情報発信に加えて、情報発信の仕掛け・仕組みも構築しながら、的確な情報発信を推

進していきます。

町の紹介ツール（観光パ
ンフレット等）の取りまとめ

震災後、町内においては、住民や地域・団体、行政によって、様 な々町を紹介するツール（マッ

プ、パンフレット等）が作成されています。これらのツールは、それぞれ目的を持って作成されて

いますので、情報を発信する先によって、適切に組み合わせて活用していくことが重要です。

現在、町内で作成されている紹介ツール（マップ・パンフレット等）を取りまとめ、町内外のポ

イントにまとめて配置できるように取組を進めます。また、ホームページ等でもまとめて紹介でき

るよう取組を進めます。

町外・県外での移住・定住
相談会への参加

本町の特徴や、移住・定住等に対して実施している施策を広く伝え、移住者を積極的に獲

得していくために、町外・県外で開催されている移住相談会（例：ふるさと回帰支援センター等）

に参加していきます。

教育旅行（修学旅行・企
業研修）の誘致

熊本地震を題材とした防災・減災を学ぶことができるプログラムを開発し、学校の修学旅行

や企業の研修旅行を中心に、教育旅行の誘致を図ります。

また、教育旅行を中心として、交流人口拡大のためのスムーズな対応や効果的な受入を図

るため、受入体制の強化やスキルの向上を図ります。

これらの事業を進めていきます

基本施策2

重要業績評価指標 [KPI]

町の紹介ツール紹介箇所数
（町内・町外でまとめて紹介する箇所数）

町外・県外での移住定住相談会
参加回数

教育旅行誘致数
（修学旅行、企業研修）3箇所

目標値

0回/年 2回/年

基準値 目標値

1件/年 10件/年

基準値 目標値

（平成30年度）
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交流人口・移住人口の受け入れ
体制の整備

基本施策１や２の取組を通じて多くの方が益城町に来られたり、移住したいと思われても、町にその方々

を受け入れる体制ができていなければ、実際として受け入れることができずに機会を失ってしまうこととなります。

資源の磨き上げや情報発信とあわせて、人を受け入れていく体制の整備も推進していきます。

滞在場所の整備・確保 例えば古民家の再生・利活用を中心とした地域での滞在場所の創出や地域の自然を活用

した遊び場の創出、空港及び空港周辺で本町の魅力に触れていただく場の整備等、本町が

既に持っている地域の魅力を最大限に活かしながら、来町者がより長い時間をかけて本町に

滞在できるような受け皿の整備を、地域住民や事業者等と協働で推進していきます。

移住・定住等に係る施策
の展開

現在策定中の中心市街地活性化基本計画や立地適正化計画、地域再生計画等を踏ま

えながら、移住定住に係る住宅取得のための助成や支援策の継続・見直しを実施します。

空き家・空き地の有効
活用

町内の空き家・空き地の実態を把握し、国が実施している全国版空き家・空き地バンク※10

への登録を進め、移住者の受け入れ先や地域活性化のための資源を確保します。特に空き

地については、現在策定中の都市計画マスタープランや中心市街地活性化基本計画、地域

ビジョン、地域再生計画等を踏まえながら、地域の特色に応じた利活用や適正な管理を実施

していきます。

集落ルールガイドブック等
の作成

各集落のルールや風習に関するガイド等があれば、町外から移住してくる人が集落に馴染

んでいく際の支援になると考えられます。自治会やまちづくり協議会等、地域主体でのガイド

作成を促しながら、支援を行っていきます。

これらの事業を進めていきます

基本施策3

重要業績評価指標 [KPI]

全国版空き家・空き地バンク
への登録件数110軒

目標値

0件 5件

基準値 目標値
移住促進施策利用者数

（5年間の累計）

※10 各自治体の空き家・空き地の情報を集約して、全国どこからでもアクセス・検索することを可能としたシステム。
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本町に関係を持つ人への継続的
なフォローの実施

基本施策１～３については、基本的に「これから益城町に関係を持ってもらう」ための取組ですが、同時

に、「これまでに益城町に関係を持ってくれた方々」にもっと益城町を好きになってもらうための取組を進め

ていくことが重要と考えます。これは海外の方についても同様です。そういった方々に特化した情報発信

等にも積極的に取り組んでいきます。

支援くださった方々への
継続的な情報発信

これまで支援をくださった方々に、今後も本町との関わりを引き続き持っていただくよう、広報

誌の定期的な発送やホームページ等を通じた復興状況等の情報発信等を継続して実施して

いきます。

本町出身者や居住経験
者への情報発信

本町には高校や大学がなく、義務教育課程を終えた子どもたちは、その後、町外で過ごすこ

とが多くなります。また、町内の事業所に勤務されたり、農業研修に来られたりした方が、一時

的に町で暮らされたのち町外に戻られる例もあります。そういった方々に、SNS等を活用しなが

ら町の最新の情報を定期的に発信していくことで、町の活動への参加や将来的なUターンの

促進を図っていきます。

ふるさと納税の推進等 ふるさと納税という形で本町を応援していただける方のために、より応援いただきやすいよう

な仕組みの構築や新たな支援メニューの整備等を進めていきます。

これらの事業を進めていきます

基本施策4

重要業績評価指標 [KPI]

ふるさと納税者数

283人 2,500人

基準値 目標値

3,881人/年 10,000人/年

基準値 目標値

町の情報発信ツール
（SNS等）の延べ登録者数
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政策目標3

若い世代が、希望に応じて結婚・出産・子育てが
できる環境をつくる

特に若い世代が、自らが生活していく場所を選択するタイミングとして、「結婚・出産・子育て」という人生

における大きなライフイベントのタイミングがあると考えられます。この時、「安心して子どもを産むことができ

る」「安心して子どもを育てることができる」という環境であるかどうかが、生活の場を選択していく際の重要

な要素の一つとなります。

本町では、SDGsの概念（「4.質の高い教育をみんなに」「5.ジェンダー平等を実現しよう」）に沿いながら、

Society5.0等の新たな社会・技術の動きも積極的に活用し、「結婚・出産・子育て」を通じた一貫して切れ

目ない支援と、地域や社会で子育てを支える環境づくりを推進した上で、その魅力的な環境についての情

報を広く発信していくことで、特に、若い世代や女性に、「益城町で子どもを育てたい」と思っていた

だくことを、基本的な方向とします。

5,200人5,139人

基準値

こども人口（15歳未満人口）※住民基本台帳�

基本目標
目標値

平成30年度 令和6年度
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ＩＣＴを活用した教育の
推進

町内児童生徒の知的好奇心を刺激しながら、確かな学力をより効果的に育成するとともに、

学校現場における校務の情報化をより推進するため、ＩＣＴ教育※11 環境の整備をさらに推進

していきます。また、カリキュラムを基本としながら、その時の状況に沿ったＩＣＴを活用した教育

プログラムを導入・実施していきます。

地域と密接につながる
教育の推進

地域や保護者が学校運営に関わる「コミュニティ・スクール」をさらに推進していくことで、学

校と地域の連携を深め、地域全体で子どもたちの健やかな成長を支えます。

また、地域の歴史・自然等の土地が持っている魅力や、地域の人達やその人達によって行

われている活動などの魅力を伝え再発見する学習等を通じて、「ふるさと愛」の醸成を図ります。

さらに、飯野小学校、津森小学校については、特色ある教育活動を行いつつ、通常の通学

区域に関わらず、校区外から児童が通学することができる制度の活用を促していきます。

地域の特性を活かした特色ある
教育環境づくり

これから子育てをしていく世代にとって、「地域でどのような教育を受けられるか」はとても大きな関心事と

なります。益城町の持つ自然環境や産業・人材といった資源と新たな技術を活用しながら、世界に羽ばた

く人材を育てられるような、特徴的で魅力的な教育環境づくりを推進していきます。

これらの事業を進めていきます

基本施策1
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重要業績評価指標 [KPI]

タブレット等情報端末
活用学校数

専門的知識・技能を持った
方の招へい校数3校 7校

基準値 目標値

7校 7校

基準値 目標値

維持

コミュニティ・スクール実施校数
（運営協議会設置校数） 1校 7校

基準値 目標値

学校外・地域外の知識や
技能との交流機会の増加

本町に深く関わっていただいている大学等とも連携しながら、町内外の専門的知識・技能を

持つ方 を々小中学校の教育の現場に積極的に招へいしていくことで、より特色あるかつ魅力

的な教育を実施していきます。

また、本町と深い関係を持つ国内外の学校機関とのさらなる連携強化についても推進して

いきます。

子どもたちの「挑戦」の
応援

子どもたちにとって、学校で学んだことを実践しながら、色々なことに挑戦していくことも大事

な学びとなります。子どもたちの挑戦を応援できる大人が皆で連携しながら、挑戦のための場

の創出や、挑戦を応援する仕掛けづくり（例えばプロフェッショナル人材とのマッチング等）に取

り組んでいきます。

幼稚園教育の特色の磨き
上げ・発信

自然豊かな本町では、それぞれの幼稚園でも特色ある教育がなされています。特にこれから

幼稚園への入園を検討する世代に対して、本町の幼稚園教育の特色を取りまとめた上で、積

極的な情報発信を行っていきます。

これらの事業を進めていきます

※11 �情報通信技術（ICT：Information and Communication Technology）を活用した学校教育のこと。例えば、電子黒板やノー
トパソコン、タブレット型端末、Wi-Fi環境などを活用する。
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結婚・出産・子育てに対する
切れ目のない支援

特に若い世代にとって、結婚・出産・子育てというライフイベントに向かっていくための環境は、定住先を

決める際にとても重要な要素となります。行政としての支援を充実させながら、地域や民間による環境づく

り活動と協働しながら、安心して結婚・出産・子育てを行える環境づくりを進めていきます。

待機児童ゼロ対策 関連法の改正や保育に関する環境変化を踏まえながら、保育士確保に向けた取組みを中

心に進めつつ、加えて、民間活力を導入した保育所の整備運営等も推進し、町内の待機児

童ゼロを実現します。

結婚から出産・子育てまで
の相談等窓口の充実

結婚、出産前後の不安の解消や相談等に対し、関係機関と連携しながら対応します。また、

育児や子育てに対する相談事業やその支援、子どもを生み育てるための支援等の充実を図り

ます。

併せて、「子育て世代包括支援センター」 ※12（母子保健型）の設置に向けた取組を推進し

つつ、「子育て世代包括支援センター」（基本型）や令和4年度（2022年度）までに設置が必

要な「子ども家庭総合支援拠点」※13 と切れ目なく連携できる体制整備を、利用者に負担がか

からないよう配慮しながら進めていきます。

子ども子育て支援環境の
整備

子育て世代の集いの場や情報交換の場（LINE等）を整備することで、子育て世代同士が

互いに子育てに関する情報を共有しやすくするとともに、行政や関係機関とのコミュニケーショ

ンを図りやすくし、まちづくりへの参画を推進します。

また、多様な家庭の形態があることを理解した上で、それぞれのニーズに対応した子育て環

境づくりに、住民、関係機関等とともに努めます。

これらの事業を進めていきます

基本施策2

※12 妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して総合的相談支援を提供するワンストップ拠点のこと。
※13 �子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、情報の提供、相談、調査、指導、関係機関との連絡調整その他の

必要な支援を行うための拠点のこと。

重要業績評価指標 [KPI]

待機児童数 「子ども家庭総合支援拠点」
の設置88人 0人

基準値 目標値

「子育て世代包括支援センター」
の設置 令和2年度

目標値

令和4年度
目標値
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「男女共同参画社会」に向けた
理解促進と環境整備

1999年に男女共同参画社会基本法が制定されて以来、男女共同参画社会についての理解は少し

ずつ進んではいますが、まだ理解不足の部分があるのも事実です。性別を問わず、意欲に応じてあらゆる

分野で活躍できる社会の実現を目指して、改めて、男女共同参画に対する理解の促進に取り組んでいき

ます。

また、さらなる女性の活躍のためには、男女問わず「働き方の見直し」も必要です。意識の啓発や実現

に向けた環境づくりにも取り組んでいきます。

「男女共同参画社会」に
対する理解促進

男女共同参画についての理解を改めて促していくために、職場での研修会やセミナーの開

催をはじめとして、分かりやすく理解できる広報手法を検討・実施していきます。

女性の活躍を支援する取
組の推進

女性向け講座・研修会の開催等を通じて、女性が自ら活躍していくために必要なスキル等を

習得できる機会の創出を図っていきます。

また、女性が安心して働くことのできるための「場」や「つながり」の創出にも積極的に取り

組んでいきます。

働き方改革の推進（「よか
ボス宣言」※14 の促進）

熊本県で実施している「よかボス宣言」「よかボス企業」について、町内の事業者に対して

周知を行いながら、地域の特性に応じたワーク・ライフ・バランスの推進や長時間労働の見直

しなど、男性も女性も、仕事と子育てを両立しやすい環境づくりを図っていきます。

これらの事業を進めていきます

基本施策3

※14 �「よかボス」とは、自ら仕事と生活の充実に取り組むとともに、共に働く社員や職員、 従業員等の仕事や結婚、子育て、介護等、
生活の充実を応援するボス（企業の代表者等）のこと。

重要業績評価指標 [KPI]

「よかボス企業」数 8数 20数

基準値 目標値男女共同参画社会に関する
研修会・セミナー等の開催 6回/年

目標値
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政策目標4

若い世代を中心に多世代に安定した雇用を
創出する

本町は、「熊本都市圏にある」「高速道路インターチェンジや空港を有している」「優れた自然環境や住

環境がある」といった「しごとの場」としてのポテンシャルを有しながら、そのポテンシャルは、まだ活用してい

く余地が残されているという状況にありました。

平成28年熊本地震後、産業振興の方向性についての検討や起業就労に係る機関同士の連携強化、

さらには、土地利用規制の柔軟な対応といった新たな展開が見られています。

今後は、行政や関係機関、産業同士が連携した体制の構築や多様な経験をお持ちの方（高齢者等）

の積極的な活用、さらにはSociety5.0等の新たな社会・技術の動きの積極的な活用を通じて、積極的な

企業誘致や農業の活性化・農業体験機会の創出、商業の活性化・新規起業支援の体制づくり等、町の

「しごと場」としてのポテンシャルを最大限に引き出すための取組を推進し、SDGsの概念（「8.働きがいも

経済成長も」）にも沿った魅力ある「しごと」の場を創出していくことで、特に、若い世代や女性に、「益城

町で働いてみたい」「益城町で起業・就農してみたい」と思っていただくことを、基本的な方向とします。

12件起業件数（5ヶ年分の累計）�

基本目標

131,466
百万円

基準値

町内総生産額�

目標値

平成28年度 令和3年度

136,809
百万円

目標値

40



4141



42

町内事業者の活性化や企業誘致
を通じた雇用機会の拡大

平成28年熊本地震の被害から再び立ち上がりつつある町内事業者が、今後さらに活性化していくこと

で、本町での雇用機会も拡大していくことになります。本町では、行政と関係機関とが連携しながら、町内

事業者の継続的な活性化に向けた取組を支援していきます。

また、雇用機会の拡大に向けては、新たな企業誘致も効果的です。策定中の都市計画マスタープラン

等に沿って、産業拠点のための土地利用を検討しつつ、若い世代や女性の雇用機会の創出につながる

企業誘致を推進していきます。

町内事業者のさらなる活
性化の支援

商工会と町では、町の事業者の経営発展を支援していくための「経営発達支援計画」を

策定しました。町による事業環境の整備と、商工会による個別事業者に対するきめ細やかな

支援を組み合わせて、本町の事業者のさらなる活性化を推進していきます。

土地利用方針に沿った効
果的な企業誘致の推進

現在改訂中の都市計画マスタープランに沿い空港やインターチェンジ周辺の土地や、市

街地部及びその付近で業務用途に適した土地等を活用しながら、それぞれの土地の特性に

合致し、かつ、特に若い世代や女性の雇用機会創出につながる企業誘致を推進していきます。

これらの事業を進めていきます

基本施策1

重要業績評価指標 [KPI]

進出協定締結企業数
（累計）

経営発達支援計画による
支援事業者数（累計） 50社

目標値

10社

目標値
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※15 起業希望者が試験的に開業するために安価で利用できるスペースのこと。
※16 多様な企業や業種の人たちが共有して使うオフィスやスペースのこと。

起業を呼び込む環境づくり

近年、特に若い世代の働き方が多様化する中で、自ら起業するという選択肢も、決して珍しいものでは

なくなっています。本町では、「空港が近い」「都市圏が近い」「多様な地域資源が存在する」「新しいまち

づくりが進む」等の起業の場としてのポテンシャルを最大限に活用しながら、若い世代にとっての新たな「し

ごとの場」として認知されるよう、起業しやすい環境づくりを進めていきます。

起業の拠点の整備 益城中央被災市街地復興土地区画整理事業地内で計画されている「まちの商店街」や

「物産館等」等の施設において、チャレンジショップ※15 やシェアオフィス・コワーキングスペー

ス※16 のような、新たに起業する人が活動を始めやすい場の整備を計画・推進していきます。

また、店舗や事務所以外にも、専門的な資格が必要な業種（例えば医療・看護等）の開業

に関しても、特に若い人が開業しやすい場づくりや人材育成に向けた環境づくり等について、

検討を行っていきます。

起業に関する相談体制・
支援体制の整備

行政、関係機関、民間企業及び教育機関（大学や高校等）とで連携しながら、本町で起業

を検討している人が相談を持ち込んだり支援を受けたりできる場を作ります。また、連携する団体・

機関で定期的に集まりながら情報共有を行い、個別それぞれのケースに合った支援や施策の

展開を図っていきます。

これらの事業を進めていきます

基本施策2

重要業績評価指標 [KPI]

0箇所 3箇所

基準値 目標値

3件/年 24件/年

基準値 目標値

起業に関する相談件数起業の拠点箇所数

（平成30年度）
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※17 �農業者が話合いに基づき、地域農業における中心経営体、地域における農業の将来の在り方などを明確化し、市町村により
公表するもので、人と農地が抱える課題を解決するための計画。

就農希望者を確実に取り込んで
いく体制の整備

「おいしい農産品」や「美しい田畑の風景」は、益城町の大きな魅力の一つですが、農業の後継者不

足が徐々に問題になってきつつあります。将来にわたって本町の農業の魅力を保ち続けるためには、若い

世代の就農希望者を呼び込み、そして確実に本町の農業に取り込んでいくことが重要です。現状に基づ

いた将来の見通しを整理した上で、就農希望者を確実に受け入れていくための施策を展開していきます。

農地・農業施設及び農業
者に関する情報の整備

本町の農業は、平成28年熊本地震で大きな被害を受けましたが、地震直後から復旧に取

り組まれた結果、現在では、復旧された農地や新たな農業施設を使って耕作が行われている

状況です。

令和元年度から令和2年度にかけて精査される「人・農地プラン」※17とも連携しながら整理

を行い、これらの農地・農業施設の利用が将来的にどうなっていくのかについての情報を整理

していきます。

就農希望者を確実に取り
込むための仕組みの構築

農協や認定農業者、農業法人等と連携し、相談体制の強化を図るとともに、農業インター

ンなどの就農体験制度を構築することで、農業や地域と馴染むことができ、かつ、将来にわたっ

て本町の農の担い手となり得る就農希望者を確実に選び、取り込んでいきます。

新規就農希望者を呼び込
むための広報活動の展開

本町の農地や農業施設の現状と見通しに関する情報や、就農体験制度などの仕組みに

関する情報を積極的に広報していくことで、新規就農希望者を本町に呼び込んでいきます。

営農強化に向けた取組の
推進

新規就農者が安心して継続的に農業に取り組めるためには、「安定して稼げる農業」の実

現に向けた取組も重要です。農業や商業を専門的に研究・学習している大学や高校等の教

育機関と連携しながら、農業へのICT導入や農産品ブランディング等に実践的に取り組むこ

とで、営農力の強化を図っていきます。

これらの事業を進めていきます

基本施策3

重要業績評価指標 [KPI]

0箇所 5箇所

基準値 目標値
農業インターン
実施箇所数

「人・農地プラン」精査完了 令和2年度
目標値

新規就農に関する
情報発信件数 0回/年 2回/年

基準値 目標値
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1. �総合戦略の策定・推進体制
　本計画は、庁内組織である「益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略推進本部」と産・官・学・金・労・言及

び住民等から構成される外部組織である「益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会」によって推進す

るとともに、毎年の取組に対する検証を行います。

益城町まち・ひと・しごと
創生総合戦略推進本部

①益城町人口ビジョンの策定
②�益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略

の策定
③�益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略

の施策の実施及び進行管理

益城町まち・ひと・しごと
創生総合戦略審議会

①総合戦略に対する意見・提案
②目標や施策立案への意見・提案
③総合戦略の進捗の検証

事務局：企画財政課

総合戦略策定・推進体制図

意 見
提 案
検 証

ましきまち戦略会議

連 携

総合戦略の推進・検証体制
V
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Action Check

Do

2. �ＰＤＣＡサイクルによる検証
総合戦略を構成する政策目標や各事業等には、その効果を検証するために必要な指標となる数値目

標やＫＰＩを設定しています。益城町では、前ページに示す推進体制を構築し、客観的な効果検証を軸と

したＰＤＣＡサイクルを確立することで、総合戦略の目標達成に向けた継続的な改善を推進していきます。

ＰＤＣＡサイクルを通じて、「益城町総合戦略」について、
客観的な効果検証を実施する。

数値目標・ＫＰＩを設定した
効果的な益城町総合戦略を

策定する。

総合戦略は本格的な PDCAサイクルの確立を
目指しており、数値目標や KPI による効果の検
証（Check）とそれに基づく改善（Action）を前
提に策定されています。

Plan

益城町総合戦略に基づく
施策を実施する。

数値目標やＫＰＩの達成度を
通じて、益城町総合戦略の
成果を客観的に検証する。

検証結果を踏まえて施策を
見直すとともに、必要に応じて
益城町総合戦略を改訂する。

総合戦略の各施策は、部署横断型で取り組む
必要があります。各部署の連携を密にして施策
を効果的に推進していきます。

各施策群及び事業等に掲載された数値目標を
用いてその効果を検証し、問題点を明確にしま
す。

検証結果に基づいた総合戦略の見直しを行い、
必要に応じて事業内容の変更を行う等、状況に
応じた施策の展開を図っていきます。
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・　成果指標一覧
・　ましきまち戦略会議による戦略提言書
・　第２期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について（諮問）
・　第２期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について（答申）
・　益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会 委員名簿

巻末資料
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政策目標
成果指標 単位

目標
備考

基本施策 基準値 目標値

政策目標１
時代にあった環境をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する 「全体的に益城町は生活しやすい」得点 点 0.48 1.00 町民アンケートにおける「全体的に益城町は生活しやすい」という問いに対する

満足度（-2、-1、0、1、２の5段階評価の平均値）

基本施策1 平成28年熊本地震等を踏まえた防災・減災のまちづくり

自主防災組織カバー率 ％ 36
（令和元年末） 100 自主防災組織がカバーする行政区の割合

災害時応援協定締結数 件 27 40 自治体や企業等との災害時応援協定締結数

防災教育実施校率 ％ 100 100（維持） 防災教育を行っている小中学校の割合

基本施策2 移動しやすいまちづくりの推進
（公共交通体系等の再構築）	

地域公共交通網形成計画の策定 年 ー 令和2年度

高齢者及び障がい者のタクシー券交付利用率 ％
76（高齢者）

69（障がい者）
（平成30年度）

90 益城町高齢者・障害者タクシー券交付事業で交付したタクシー券の利用率

町内路線バス輸送人員数 千人 1,673
（平成30年度） 1,815 町内を運行する路線バスの輸送人員数

バス停周辺駐輪場整備箇所数 箇所 0 5 区画整理事業地内や県道高森線の沿線に整備が期待される駐輪場の箇所数

基本施策3「歩く」を通じた、健康・安心・にぎわいのまちづくりの推進
（あるくプロジェクト）	

健康ポイント登録者数 人 0 900 町が実施する健康ポイント事業の利用登録者数（R2年度から開始）

健康ポイント協力事業者数 者 0 20 健康ポイントを使ったサービスを受けられる事業者数

街路沿線における狭小地活用箇所数 箇所 0 10 主に現在進行中（もしくは計画中）の街路事業に伴って発生する狭小地のうち、
にぎわいにつながる活動が行われるよう整備され、実際に活動が行われた箇所数

「まちあるき・郷あるきルート」整理 年 ー 令和2年度 町内各団体で作られているフットパスのルートを整理する

基本施策4 住民と行政との協働による基盤づくりの推進	 復興まちづくり計画の進捗率（事業着手数ベース） ％ 75 100 復興まちづくり計画に基づき実施する避難路・避難地等整備の着手率

基本施策5 益城町が誇る「豊かな自然」の保全・活用の推進

企業等と連携した森林施業面積 ha 4 20 植栽（植林）、下刈り、除伐、間伐、伐採などを実施した面積

企業等による環境保全事業との連携数 件/年 2 4 令和元年度現在の取組として、土地の肥沃化や地下水涵養を目的に冬場の休
耕田に水を張る「冬水田んぼ事業」を企業と連携して実施中。

「河川」に関する環境保全・活用活動数
（河川清掃、自然と触れ合うまちあるき等） 件 0 5

基本施策6 市町村の枠を越えた連携体制の構築	

住民の生活利便性向上に向けた連携事業数
（市町村の枠を越えて連携実施した事業数） 件/年 9 10

関係人口増加に向けた連携事業数
（市町村の枠を越えて連携実施した事業数） 件/年 4 6

政策目標２
若い世代の移住・定住の流れをつくる 交流人口数（＝入込客数を指標とする） 万人 106

（平成26年度） 250 観光入込客統計調査（町産業振興課から熊本県に報告）にて報告の数

基本施策1 ”自慢したい”地域資源についての情報発信	

「銀座熊本館」での町内特産品等の取扱品数 品 0 5 東京銀座にある熊本の物産館「銀座熊本館」での特産品等取扱品数

町の魅力をSNSを通じて発信する手段の確立 年 ー 令和2年度

「ヒト」発信回数（延べ回数） 回 ー 20 町で活動している様々な「ヒト（人）」に関する情報発信件数

基本施策2 タウンセールスのための仕掛け・仕組みの構築

町の紹介ツール紹介箇所数
（町内・町外でまとめて紹介する箇所数） 箇所 ー 3 町の観光パンフレットやマップをまとめて設置する箇所数

町外・県外での移住定住相談会参加回数 回/年 0 2 町外や県外で開催される移住定住相談会への参加回数

教育旅行誘致数（修学旅行、企業研修） 件/年 1
（平成30年度） 10 益城町を訪れる修学旅行や企業研修の件数

基本施策3 交流人口・移住人口の受入体制の整備
移住促進施策利用者数（5年間の累計） 軒 ー 100 令和2年度から令和6年度の益城町定住促進補助金の利用者数

全国版空き家・空き地バンクへの登録件数 軒 ー 5 全国版空き家・空き地バンクに登録している九州圏内の類似団体や県内市町村
の平均値を参照

基本施策4 本町に関係を持つ人への継続的なフォローの実施
町の情報発信ツール（SNS等）の延べ登録者数 人 283 2,500 益城町が連携するLINEやTwitterといった情報発信ツールの登録者数

ふるさと納税者数 名/年 3,881
（平成30年末） 10,000 総務省が実施する調査結果を参照

第２期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略　成果指標一覧
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政策目標
成果指標 単位

目標
備考

基本施策 基準値 目標値

政策目標１
時代にあった環境をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する 「全体的に益城町は生活しやすい」得点 点 0.48 1.00 町民アンケートにおける「全体的に益城町は生活しやすい」という問いに対する

満足度（-2、-1、0、1、２の5段階評価の平均値）

基本施策1 平成28年熊本地震等を踏まえた防災・減災のまちづくり

自主防災組織カバー率 ％ 36
（令和元年末） 100 自主防災組織がカバーする行政区の割合

災害時応援協定締結数 件 27 40 自治体や企業等との災害時応援協定締結数

防災教育実施校率 ％ 100 100（維持） 防災教育を行っている小中学校の割合

基本施策2 移動しやすいまちづくりの推進
（公共交通体系等の再構築）	

地域公共交通網形成計画の策定 年 ー 令和2年度

高齢者及び障がい者のタクシー券交付利用率 ％
76（高齢者）

69（障がい者）
（平成30年度）

90 益城町高齢者・障害者タクシー券交付事業で交付したタクシー券の利用率

町内路線バス輸送人員数 千人 1,673
（平成30年度） 1,815 町内を運行する路線バスの輸送人員数

バス停周辺駐輪場整備箇所数 箇所 0 5 区画整理事業地内や県道高森線の沿線に整備が期待される駐輪場の箇所数

基本施策3「歩く」を通じた、健康・安心・にぎわいのまちづくりの推進
（あるくプロジェクト）	

健康ポイント登録者数 人 0 900 町が実施する健康ポイント事業の利用登録者数（R2年度から開始）

健康ポイント協力事業者数 者 0 20 健康ポイントを使ったサービスを受けられる事業者数

街路沿線における狭小地活用箇所数 箇所 0 10 主に現在進行中（もしくは計画中）の街路事業に伴って発生する狭小地のうち、
にぎわいにつながる活動が行われるよう整備され、実際に活動が行われた箇所数

「まちあるき・郷あるきルート」整理 年 ー 令和2年度 町内各団体で作られているフットパスのルートを整理する

基本施策4 住民と行政との協働による基盤づくりの推進	 復興まちづくり計画の進捗率（事業着手数ベース） ％ 75 100 復興まちづくり計画に基づき実施する避難路・避難地等整備の着手率

基本施策5 益城町が誇る「豊かな自然」の保全・活用の推進

企業等と連携した森林施業面積 ha 4 20 植栽（植林）、下刈り、除伐、間伐、伐採などを実施した面積

企業等による環境保全事業との連携数 件/年 2 4 令和元年度現在の取組として、土地の肥沃化や地下水涵養を目的に冬場の休
耕田に水を張る「冬水田んぼ事業」を企業と連携して実施中。

「河川」に関する環境保全・活用活動数
（河川清掃、自然と触れ合うまちあるき等） 件 0 5

基本施策6 市町村の枠を越えた連携体制の構築	

住民の生活利便性向上に向けた連携事業数
（市町村の枠を越えて連携実施した事業数） 件/年 9 10

関係人口増加に向けた連携事業数
（市町村の枠を越えて連携実施した事業数） 件/年 4 6

政策目標２
若い世代の移住・定住の流れをつくる 交流人口数（＝入込客数を指標とする） 万人 106

（平成26年度） 250 観光入込客統計調査（町産業振興課から熊本県に報告）にて報告の数

基本施策1 ”自慢したい”地域資源についての情報発信	

「銀座熊本館」での町内特産品等の取扱品数 品 0 5 東京銀座にある熊本の物産館「銀座熊本館」での特産品等取扱品数

町の魅力をSNSを通じて発信する手段の確立 年 ー 令和2年度

「ヒト」発信回数（延べ回数） 回 ー 20 町で活動している様々な「ヒト（人）」に関する情報発信件数

基本施策2 タウンセールスのための仕掛け・仕組みの構築

町の紹介ツール紹介箇所数
（町内・町外でまとめて紹介する箇所数） 箇所 ー 3 町の観光パンフレットやマップをまとめて設置する箇所数

町外・県外での移住定住相談会参加回数 回/年 0 2 町外や県外で開催される移住定住相談会への参加回数

教育旅行誘致数（修学旅行、企業研修） 件/年 1
（平成30年度） 10 益城町を訪れる修学旅行や企業研修の件数

基本施策3 交流人口・移住人口の受入体制の整備
移住促進施策利用者数（5年間の累計） 軒 ー 100 令和2年度から令和6年度の益城町定住促進補助金の利用者数

全国版空き家・空き地バンクへの登録件数 軒 ー 5 全国版空き家・空き地バンクに登録している九州圏内の類似団体や県内市町村
の平均値を参照

基本施策4 本町に関係を持つ人への継続的なフォローの実施
町の情報発信ツール（SNS等）の延べ登録者数 人 283 2,500 益城町が連携するLINEやTwitterといった情報発信ツールの登録者数

ふるさと納税者数 名/年 3,881
（平成30年末） 10,000 総務省が実施する調査結果を参照

[政策目標1〜2]
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政策目標
成果指標 単位

目標
備考

基本施策 基準値 目標値

政策目標３
若い世代が、希望に応じて結婚・出産・子育てができる環境をつくる こども人口（15歳未満人口）※住民基本台帳 人 5,139

（平成30年度） 5,200

基本施策1 地域の特性を活かした特色ある教育環境づくり	

タブレット等情報端末活用学校数 校 3 7 町内の全小中学校での活用を目標

コミュニティ・スクール実施校数
（運営協議会設置校数） 校 1 7 町内の全小中学校での実施を目標

専門的知識・技能を持った方の招へい数 校 7 7（維持） 町内の全小中学校での実施を目標（維持）

基本施策2 結婚・出産・子育てに対する切れ目のない支援	

待機児童数 人 88
（平成30年度） 0

「子育て世代包括支援センター」の設置 年 ー 令和2年度 「子育て世代包括支援センター」（妊娠期から子育て期にわたるまでの様 な々ニー
ズに対して総合的相談支援を提供するワンストップ拠点）の設置年度

「子ども家庭総合支援拠点」の設置 年 ー 令和4年度
「子ども家庭総合支援拠点」（子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の
把握、情報の提供、相談、調査、指導、関係機関との連絡調整その他の必要な
支援を行うための拠点）の設置年度

基本施策3「男女共同参画社会」に向けた理解促進と環境整備	
男女共同参画社会に関する研修会・セミナー等
の開催 回/年 ー 6

「よかボス企業」数 数 8 20 熊本県が募集する「よかボス企業」に登録している町内の企業数

政策目標４
若い世代を中心に多世代に安定した雇用を創出する

起業件数（累計） 件 ー 12 令和2年度〜令和6年度の町内起業件数

町内総生産額 百万円 131,466
（平成28年度）

136,809
（令和3年度） 熊本県統計協会が公表している市町村民経済計算の数値を参照

基本施策1 町内事業者の活性化や企業誘致を通じた雇用機会の拡大
経営発達支援計画による支援事業者数（累計） 社 ー 50 商工会と町と共同で策定した経営発達支援計画（小規模事業者の発展を支援

するための計画）に沿って支援を行った事業者の数

進出協定締結企業数（累計） 社 ー 10 進出協定を締結した企業の累計数

基本施策2 起業を呼び込む環境づくり	
起業の拠点箇所数 箇所 0 3 コワーキングスペースやシェアオフィス等、起業する（した）人が活動しやすい場所

の整備箇所数

起業に関する相談件数 件/年 3
（平成30年度） 24 町や商工会等で受けた企業に関する相談件数

基本施策3 就農希望者を確実に取り込んでいく体制の整備	

「人・農地プラン」精査完了 年 ー 令和2年度
「人・農地プラン」（農業者が話合いに基づき、地域農業における中心経営体、
地域における農業の将来の在り方などを明確化し、市町村が公表するもの）の
精査完了年度

農業インターン実施団体・個人数 箇所 0 5 農業の短期就業体験を実施する団体・個人数

新規就農に関する情報発信件数 回/年 0 2 新規就農に関する支援等に関する情報を発信した件数

第２期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略　成果指標一覧
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政策目標
成果指標 単位

目標
備考

基本施策 基準値 目標値

政策目標３
若い世代が、希望に応じて結婚・出産・子育てができる環境をつくる こども人口（15歳未満人口）※住民基本台帳 人 5,139

（平成30年度） 5,200

基本施策1 地域の特性を活かした特色ある教育環境づくり	

タブレット等情報端末活用学校数 校 3 7 町内の全小中学校での活用を目標

コミュニティ・スクール実施校数
（運営協議会設置校数） 校 1 7 町内の全小中学校での実施を目標

専門的知識・技能を持った方の招へい数 校 7 7（維持） 町内の全小中学校での実施を目標（維持）

基本施策2 結婚・出産・子育てに対する切れ目のない支援	

待機児童数 人 88
（平成30年度） 0

「子育て世代包括支援センター」の設置 年 ー 令和2年度 「子育て世代包括支援センター」（妊娠期から子育て期にわたるまでの様 な々ニー
ズに対して総合的相談支援を提供するワンストップ拠点）の設置年度

「子ども家庭総合支援拠点」の設置 年 ー 令和4年度
「子ども家庭総合支援拠点」（子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の
把握、情報の提供、相談、調査、指導、関係機関との連絡調整その他の必要な
支援を行うための拠点）の設置年度

基本施策3「男女共同参画社会」に向けた理解促進と環境整備	
男女共同参画社会に関する研修会・セミナー等
の開催 回/年 ー 6

「よかボス企業」数 数 8 20 熊本県が募集する「よかボス企業」に登録している町内の企業数

政策目標４
若い世代を中心に多世代に安定した雇用を創出する

起業件数（累計） 件 ー 12 令和2年度〜令和6年度の町内起業件数

町内総生産額 百万円 131,466
（平成28年度）

136,809
（令和3年度） 熊本県統計協会が公表している市町村民経済計算の数値を参照

基本施策1 町内事業者の活性化や企業誘致を通じた雇用機会の拡大
経営発達支援計画による支援事業者数（累計） 社 ー 50 商工会と町と共同で策定した経営発達支援計画（小規模事業者の発展を支援

するための計画）に沿って支援を行った事業者の数

進出協定締結企業数（累計） 社 ー 10 進出協定を締結した企業の累計数

基本施策2 起業を呼び込む環境づくり	
起業の拠点箇所数 箇所 0 3 コワーキングスペースやシェアオフィス等、起業する（した）人が活動しやすい場所

の整備箇所数

起業に関する相談件数 件/年 3
（平成30年度） 24 町や商工会等で受けた企業に関する相談件数

基本施策3 就農希望者を確実に取り込んでいく体制の整備	

「人・農地プラン」精査完了 年 ー 令和2年度
「人・農地プラン」（農業者が話合いに基づき、地域農業における中心経営体、
地域における農業の将来の在り方などを明確化し、市町村が公表するもの）の
精査完了年度

農業インターン実施団体・個人数 箇所 0 5 農業の短期就業体験を実施する団体・個人数

新規就農に関する情報発信件数 回/年 0 2 新規就農に関する支援等に関する情報を発信した件数

[政策目標3〜4]
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 ましきまち戦略会議による
戦略提言書
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ましきまち戦略会議2020とは
第２期総合戦略を踏まえ、町内外で活躍されている方 と々一緒に具体的な施策案をもっと考えたい、という思いから企画・開催

されたものです。コンセプトは「わたしたちが、戦略を考えよう」。第２期総合戦略で示された方向性をもとに、益城町の未来に向

けた取り組みについて全員が主体的に考え、アイデアを出し合い、わたしたちがやるべきことを共有することを目的としています。

第1回戦略会議（2020年1月11日） 第2回戦略会議（2020年1月25日）

第1回〜第2回戦略会議の参加メンバー
町内外企業従事者/経営者・自営業者（飲食店等）/農家/団体職員（社会福祉法人、公益財団法人、NPO法人等）/

学校関係者（教員等）/子育て中のお母さん/地域おこし協力隊/まちづくり協議会/大学教員/大学生/行政職員など

※各団体を代表して参加して頂いたものではありません。

戦略提言書とは？
第２期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、第２期総合戦略）は、人口36,000人をめざす益城町人口ビジョン達成に

向けて、にぎわいづくり等の方向性を示す重要なものです。これを町全体で進めていくためには、具体策についての深い議論が

不可欠となります。そこで、「ましきまち戦略会議2020」を開催し、町の理想像とこれから益城町に関わる全員が取るべき戦略に

ついてディスカッションを行い、戦略提言書として取りまとめを行いました。、戦略提言書は「協働のまちづくり」の精神に基づき、

総合戦略と対をなすものとしてまちづくりを進めていけるよう、第２期総合戦略を加筆修正する際の重要な資料としても位置付けら

れています。



54

わたしたちの町の
カタチを変えていこう。

「"あったらいいな"にフィットする」益城町

まちの住みやすさって何だろう？ たくさんの人やモノに溢れ

ていることもその答えの一つかも知れないけれど、「ここが

不便だな」「こんなのがあったらいいな」に寄り添えるような

カタチの町が、等身大の住みやすさを感じるのではないか。

どうやったらわたしたちのまちが住みやすくなるか、立場を超

えてみんなで話し合おう。そしてその声に、すぐにフィットでき

る町にしていこう。

今すぐはじめよう

□ 年代問わず皆がしゃべれる場を作ろう

□ これから整備する施設を中心に、益城町全体にWi-Fiを整備
していこう

□ 150年先まで残るように、今ある資料をデジタル保存していこう

□ 制約があることについて、まず「何をしたいか」というところに
耳を傾けることから始めていこう

□ それぞれの場所で「ここは〇〇をしていい場所」「ここで〇〇
をするためにはこういう手続きが必要」というのをしっかりアピー
ルしていこう

01
提言

時間をかけて取り組もう

□ まずは今ある施設を活用しながら、空港利用者や阿蘇への旅
行者、ライダー・サイクリストが泊まれる宿泊施設を作っていこう

□ ローカル5Gを整備していこう

□ 住民が毎日行ける買い物の場所（商店街など）を作ろう

□ ソーラーロードの実証に取り掛かってみよう

阿蘇くまもと空港を
もっと活用しよう。

「空港から魅力が飛び立つ」益城町

阿蘇くまもと空港は、わたしたちの町にある財産のひとつ。

たくさんの人が行き交う、文字通りの"港"を中心としたまち

づくりをしてみよう。国内だけではく、これからは海外から熊

本へ来る方も増えるはず。目指すは「わたしたちも、わたした

ちの町に来る人も楽しい空港」、町の玄関である空港に来

ること自体が楽しいと、その後の旅もワクワクするはずだ。

今すぐはじめよう

□ 熊本国際空港株式会社（阿蘇くまもと空港の運営会社）と積
極的に話をしていこう

02
提言

時間をかけて取り組もう

□ 空港内に図書館を作り、益城町の歴史・文化の資料（本や
DVD等）に触れてもらおう

□ 空港内に益城町コンシェルジュカウンターを設置して、益城町
を積極的に紹介していこう

□ 空港内に宿のチェックインカウンターを設置して、気持ちよく
益城町の宿に帰ってきてもらおう

□ 空港施設見学ツアーや空港周辺見学ルートを整備して、空
港をテーマパーク化しよう
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移動に困らない
まちにしよう。

「フットワーク軽く動ける」益城町

□ バス路線のどこが不便なのかを住民や町外の人に意見をもらおう

□ サイクリングマップをつくろう

□ レンタサイクルで空港から町内に下りられるようにしよう

□ 空港〜木山間のシャトルバスを作ろう

□ コミュニティバス（町営バス）を整備しよう

□ お年寄りが気軽に使えるコミュニティバス・タクシー（集落部）
を整備しよう

□ まずは限られた区域からシェアタクシーの実証的整備に取り
掛かってみよう

将来チャレンジしよう

□ 歩くことが当たり前でコミュニティで乗り合いが生まれるようにしよう

わたしたちの町へ観光に来てほしい？ その前に、どうやって

わたしたちの町へ来て、どのように楽しい時間を過ごしても

らうかを考えることが先じゃないか。空港からも、町内だって

満足に移動できるとは言えないでしょう？ わたしたちと、わた

したちの町に来てくれる人の「移動」をもう一度考え直そう。

今すぐはじめよう

03
提言

時間をかけて取り組もう
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将来チャレンジしよう

□ 社会活動（地域）へ参加できなくなっても、運動できなくなって
も、体に何らかの影響が出ても、安心在宅ネットワークが受け
られる体制をつくろう

山の景色を楽しめる山歩きロード
なんかあったらいいよね！

介護保険料が下がって子育て世
代の手当が充実できるかも！？

元気があれば何でもできる。わたしたちの生活も、まずは健

康な体があってこそ。自分の体を作る運動の習慣を作って、

いつまでも健康で幸せな暮らしをしよう。たくさんの運動の

機会をまずは知って、それからみんなで楽しみながら、熊本、

九州、いや日本一健康で、みんなから羨ましがられる町を目

指そう。

今すぐはじめよう

04
提言

時間をかけて取り組もう

みんなで運動を
大好きになろう。

「全員がいつまでも健康な」益城町

□ 益城町で開催されている運動の取組をまとめた「益城町運動
ガイドブック」をつくろう

□ 既存の施設をもっと使いやすくして、「体を動かす習慣」をつ
けていこう

□ 地域・地区での運動指導を補助する人（アシスタント）を増やし
ていこう

□ トレイルランニングの大会を開催しよう

□ 地区運動会を開催したり、小学校の運動会を地区と一緒に
開催したりしていこう

□ 歩く（外に出る）機会を増やして人が行きかう場をつくろう

□ 益城町の中のフットパス/まちあるきコースをまとめよう

□ 万歩計アプリと健康ポイントを連動させて、「歩く習慣」をつけ
ていこう

□ 新しくできる道路を便利で歩きやすい通りにしよう

□ ローカル5Gを活用した「運動指導ライブ配信」など、地域・
地区ごとで運動できる機会を増やしていこう

□ 運動への参加費を財源とした自身への投資システム（健康
貯金）をつくろう

□ 健康づくりに関する活動を通じて、地域のつながりを広げて
いこう
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わたしたちの町にある
自然を再認識しよう。

「自然を楽しむ、自然で育てる」益城町

□ 町の自然に関する情報発信（広報誌、HP、SNS）をしよう

□ 環境教育を実施しよう

□ 町内各所で進んでいる新たな発見（地層の話、歴史の話等）
をさらに掘り下げてみよう

□ 町内で完成していく避難広場を活用して、災害学習キャンプ
を実施しよう

□ 学校と連携しながら、「身近にあるけど知られていない自然」
に触れる機会を作ろう

□ 里地・里山・田園風景に触れる機会を作ろう

□ 教育にもつなげられるような「秋津川の川遊び」を企画しよう

自然を楽しむ際の拠点となるよう
な場所がほしいね！

わたしたちの町には雄大な山、川、たくさんの生きもの…素

晴らしい自然がある。わたしたちは普段の生活の中で、それ

に気づいていないのかも知れない。まずは自然の素晴らしさ

を見つけ、それを発信してみよう。そして、自然を愛する人が

再びわたしたちの町に戻ってきてくれるような楽しさを見つけ

ていこう。

今すぐはじめよう

05
提言

わたしたちの町には、古くから建っている素晴らしい家、「古

民家」がある。まずはその古民家を使ってコミュニティの場

を作ろう。そして、わたしたちの町にまた来てくれる、リピーター

が生まれる価値を生み出そう。休日だけ来てもらうことも悪く

ないじゃないか。わたちたちの町をリゾート地にすることだっ

て夢じゃない。

今すぐはじめよう

06
提言

時間をかけて取り組もう

古き良き家を
活用しよう。

「古民家からリゾートが生まれる」益城町

□ 古民家ホテルやレストランへの活用をすすめよう

□ 高校生・大学生によるDIYでの古民家メンテナンスに取り組もう

□ 古民家についての積極的な情報発信をしていこう

□ 古民家を活用した「こだわり」や「好き」を発信するギャラリー
を作ろう

□ 古民家を改修し、テナントに入ってもらおう（カフェ、コワーキ
ングスペース）

□ 高校生・大学生による建築ワークショップや経営実践の場と
しながら、DIYでの古民家活用に取り組んでいこう

□ 多言語対応に取り組んでいこう

熊本の大学生が気軽に使える
カフェがあるといいね！
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子どもも大人も
思いっきり遊べる
場所を作ろう。

「自然の中で心が解放される」益城町

□ 子ども達が伸び伸びと自然の中で楽しく遊べる環境を整えよう

□ 老人会と子どもたちが一緒に焚火をする機会をつくろう

□ それぞれの地区で「ここは〇〇をしていい場所」「ここで〇〇
をするためにはこういう手続きが必要」というのをしっかりアピー
ルしていこう

□ 登山ルートの整備やガイド育成、登山イベント（クイズ登山、「愛
を叫ぶ」イベント等）の企画を進めていこう

□ 既存の資源を活用して、町と地域が一緒に管理するスケート
ボードパークを整備しよう

子ども遊具がある、大規模な総
合公園がほしい！

子どもも安全に釣りができる
釣り場もあるといいね！

わたしたちの町には公園や遊ぶ場所が少ない。昔のように

家の近所で子どもが思いっきり遊ぶことはできなくなったけ

れど、同じように大人もいつの間にか遊ぶ心を失ってしまっ

たのはではないだろうか。だから、子どもも、大人も一緒に楽

しめる「拠点」を作ろう。自然の中で心を解放して遊びを楽

しめば、わたしたちの人生はもっと彩られたものになるはずだ。

今すぐはじめよう

07
提言

時間をかけて取り組もう

将来チャレンジしよう

□ 秋津川河川公園を、釣り・キャンプ・焚火・アスレチックなどがで
きる総合レジャーパークにしていこう
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「映える」町を
目指そう。
「たくさんの"いいね！"がつく」益城町

□「サンジ朝市」「サンジのおやつ」「サンジの周りで料理国際交
流」など、サンジに寄せて様々なイベントを開催しよう

□「サンジと肩を組める」ように、サンジ撮影アプリの開発や撮影
のためのお立ち台（映え台）の設置を検討しよう

□ 台湾との交流をアピールしよう

□ 台湾食文化をみんなで学ぼう

□ 農産物のプロモーションを考えよう（第一次産業者のニーズ調
査、商品開発部会の設立、有名シェフへのアポ取り）

□ 焚火作戦会議を開催しよう

□ デートスポット（川沿い、津森の山からの景色）を作ろう

□ SNS(YouTube、twitter、インスタグラム等)を活用して、まし
きの魅力を発信しよう

□「じもと記者」による地元の魅力発信を進めていこう

□ 他分野・異業種・多世代が交流してイベントや施設運営をやろう

□ サンジ直行バスを運行しよう

□「こだわり」や「好き」「得意」を発信するギャラリーを作ろう

□ 貸し出しもある！ 浴衣のイベントをしよう

□ 子どもたちだけで遊びに行ける安全な「映え」スポットを作ろう

□ 特産物を使用し、有名シェフと商品を開発しよう

□ 壁面アートを充実させよう

□ 自由に新しい事業ができるようにしよう

□ 特産物をメインにしたカフェなどが多く存在する町にしよう

女子旅マップがあるといいね！

パワースポットや大木スポット
を整理するといいかも！

観光看板も必要かな〜

家族で行けるオシャレな
大型家具屋が欲しいな！

動画撮影歓迎！なスポットが
増えるといいね！

わたしたちの町は、他の人からどのように見られているだろ

う？ 地震があって大変だった町？ そんなネガティブなイメー

ジはいらない。もっと町の魅力を見つけよう、アピールしよ

う。今はSNSで気軽に発信できるじゃないか。サンジだっ

て来てくれた、もっとみんなに知ってもらわないともったいない！ 

SNSで「映える」ことを考えるのだって、イメージを変える重

要な戦略だ。

今すぐはじめよう

08
提言

時間をかけて取り組もう

将来チャレンジしよう
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とりあえず流行を
フォローしてみよう。
「トレンドビジネスの」益城町

□ 若者ベンチャー起業を支援しよう

□ チャレンジショップの仕組みをつくろう

□ チャレンジを阻害する規制があれば、緩和を検討していこう

□ 子どもたちの意見を取り入れながら、既存の資源を活用した
コワーキングカフェをオープンしよう

笑顔で商売できる
場所を増やそう。

「住む人/来る人/作る人/売る人
                             でにぎわう」益城町

□ 商売をやる人/やろうとする人が相談しやすい場所をつくろう

□ 高校や大学等と連携しながら、農産物の栽培・加工・販売までを
チャレンジビジネスとしてやれる体制を整えよう

□ 代表は高齢者（経験値高い）、若者が運営でアイディアを出す
会社経営の仕組みを作ろう

グランピング施設はどうかな！？
流行をつくる、というのはとても大変だ。わたしたちの町でい

きなりそれを実現するのは難しいかも知れない。でも、流行

に乗るのだったら簡単だ。別にそれでもいいじゃないか。だっ

て流行している、ということは多くの人が関心を持っているこ

とと同じだから。流行に乗っているうちに、いつの間にかわ

たしたちが最先端を走れるようになることを目指していこう。

今すぐはじめよう

09
提言

時間をかけて取り組もう

わたしたちの町には、ずっと住んでいる人も、新しく町に来た

人も、働きに来ている人も、色んな人がそれぞれの時間を過

ごしている。その人たちが集まって、自分たちの経験や悩み

を共有できる場をつくろう。まずはみんなで笑って酒を酌み

交わせばいいじゃないか。そこが真剣に話せる場になれば、

色んな価値が生まれていくはずだ。

今すぐはじめよう

10
提言

時間をかけて取り組もう
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わたしたちの農業を
バージョンアップ
しよう。
「農業を次世代につなげる」益城町

□ 農家後継者を育てよう

□ 益城町コミュニケーションマークを活用して、農産品のブランド化
を進めよう

□ 新鮮な野菜のネット通販サービスをオープンしよう（例：メロンの
食べごろ配送サービス）

□ 高校や大学等と連携しながら、農産物の栽培・加工・販売までを
チャレンジビジネスとしてやれる体制を整えよう

□ 農業のスマート化を進めていこう

□ 小中学生が農業経験をできたり、農家さんの成功体験を直
接聞いたりできるようにしよう

□ 耕作放棄地と空家・古民家住居をセットで提供しよう

□ 空港を活用して農作物を海外へ輸出しよう

□ 農家の収入を安定化し、定住人口増を目指そう

□ 農産物の流通方法を改革しよう

□ GUIで画面から発注・受注・決済ができるシステムをつくろう

□ 農業研修生と子どもの国際交流から農業後継者の育成につ
なげていこう

□ 起業農業地区を目指そう

□ 空港・集果場へパイプラインで高速搬送。直接飛行機へ搭
載。空輸する農業を目指そう

道の駅もあったらいいよね〜

わたしたちの町は、農業の町。町の南側には壮大な田畑が

あるけれど、近頃は担い手不足で存続が難しいところも出

はじめている。しかし、農業こそが私たちが未来へ受け継ぐ

大事な産業ではないだろうか。やり方を工夫したり、人に来

てもらったりしてこの状況を切りぬけよう。わたしたちの町で

採れた美味しい食べ物こそ、次世代へ受け継ぐべき大切な

宝物だ。

今すぐはじめよう

11
提言

時間をかけて取り組もう

将来チャレンジしよう
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国境を感じない生活を
楽しもう。

「交流からはじめるグローカルな」益城町

□ 外国の人に集団で来てもらうように、ホストファミリーになっていこう

□ 海外の人達に益城のおいしい食材を使って「普通の料理」を
ふるまい、喜んでもらおう

□「サンジの周りで料理国際交流」イベントを開催しよう

□ 色んな国の子どもが地元の食材を使って一緒に料理を作るイ
ベントを開催しよう

□ 農業法人と連携して、農業研修生と子どもたちの国際交流を
行おう

□ 外国の人達の雇用を増やそう

□「こども会議」などの子ども達が海外の人と交流できる機会を
つくろう

□ 国際結婚を増やそう

大人が輝いている姿を
子どもに見せよう。

「カッコいい背中で語る」益城町

□ おもしろい大人マップを作ろう

□「隠れたオタク」を発見しよう

□ おもしろい体験マップを作ろう

□ 体験型旅行/人に会う旅行を作ろう

□ コミュニティスクールとも連携して学校と地域のつながりを強く
しよう

□ 公民館や古民家などを活用して、それぞれが「こだわり」や「好
き」を発信するギャラリーを作ろう

□ マニアックが出せる関係性（同じ趣味の人でのコミュニティ）を
作ろう

□ コワーキングスペース／コワーキングカフェを作ろう

□ 地域の大人が講師になる寺子屋を作ろう

□ 農業の前段階（種の作り方など）を体験できる場を作ろう

将来チャレンジしよう

グローバルってなんだろう？ 英語が話せること？ それだけ

じゃダメだ。まずは海外の人と触れ合う機会を増やし、わた

したちの町の素晴らしさを伝えていこう。そして、世界中に

「MASHIKIファン」を増やし、日々の生活の中で外国の人

と一緒に暮らしていくことが「普通」と感じるような町にしよう。

今すぐはじめよう

12
提言

時間をかけて取り組もう

育つ側ではなく、子どもを「育てる」側も魅力的でないとい

い子育てはできない。だから、まずはカッコいい大人になっ

てみよう。そして、その背中を子どもたちに見せよう。今の

大人が子どもだった頃も、カッコいい大人がたくさんいたじゃ

ないか。学校じゃ教えてくれない「カッコいい世界」は、きっ

と最高の教育の場だ。

今すぐはじめよう

13
提言

時間をかけて取り組もう
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幸せな子どもだらけの
まちにしよう。
「一人も虐待で死なせない
                      ・苦しませない」益城町

□ 益城町にもひとり親の団体をつくろう

□ 貧困家庭の子どもほど手厚い保育を行おう

□ 専門の人達から聞きながら、子どもたちの現状をみんなで直視
しよう

□ 多様な家庭（ひとり親家庭、ステップファミリー、養育里親・
里子、特別養子縁組の親子、LGBT など）への理解普及・
啓蒙活動を行おう

□ 高校以降の教育費の助成を行おう

□ ひとり親でも充分暮らしていける制度をつくろう（養育費取り
立て代行、「日常生活支援事業」に益城町が参加）

□ 町の職員や医療・福祉・教育に関わる人全員が「オレンジリボ
ンサポーター養成講習」「RIFCR講習」を受けて、虐待に気
づく能力を高めよう

□ 安定した「学びの場」をつくろう

□ ひとり親に無理をさせないための制度・サービスをつくろう（例：
時間単位家事手伝い等）

□ ひとり親家庭にとって「日常的に困ること」をサポートできるサー
ビスをつくろう（例：訪問歯科、訪問床屋、地域寺子屋等）

わたしたちの町で、たくさんの子どもに育ってもらう。わたした

ちの町を将来へ繋ぐためにはとっても大事なことだけど、本

当にそれだけでいいのだろうか？ わたしたちはもっと先を行こ

う。たくさんの子どもがいて、どの子も「幸せに」育ってもらう。

一人の子どもも苦しませない。

今すぐはじめよう

14
提言

時間をかけて取り組もう
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町全体で子育てする
環境を整えよう。

「ここでなら育てていける、と思える」益城町

□ 子どもを預ける場所を増やそう

□ しっかりとした性教育を実施しよう

□ 子育て中の父親が早く自宅へ帰れるような働き方改革を進めよう

□ 保育士さん・学校教諭の給与をもっと高くしよう

□ 子どもに予算を割こう

□ 若い方・昔から住んでいる方がお互いに楽しめる地域にしよう

□ 高齢者施設の境界をなくして、もっとオープンな場所にしよう

気軽にママ友とお茶・ランチ
できる場所がほしい！

どの地区にも偏りなく
歯医者さんがあってほしいな！

世界に誇れる人材を
育てよう。

「世界にノマドワーカーが羽ばたく」益城町

□ 体験型授業を増やして色 な々経験をできるイベントを開催しよう

□ 空港が近いので一流の選手を呼んで子供たちの体験会をしよう

□ SINETトライアルに挑戦しよう

□ ICTを活用して不登校の子への学習支援をもっと充実させよう

□ 陸上競技場、グランメッセ、体育館などを使った一流のスポー
ツ選手を育てるカリキュラムがある

□ リアルの交流とオンライン交流を組み合わせた海外との学習
交流を実施しよう

□ 大学と連携しながら、農業×ICTの実践的教育を推進しよう

□ 空港、大学との連携で、多様な興味を持つ人材を育てよう

□ フリースクールを誘致しよう

□ 世界に羽ばたくような人材を育てる大学・専門学校に来てもらおう

□ 教育機関周辺を整備しよう（ホテル、飲食店、レジャー、スポーツ）

□ もっと先のことを学びたい！という気持ちを応援できる仕組みを
作ろう

子どもを育てることは大変だ。核家族化が進み、家族や周

りのサポートが受けづらくなっている現代では、特に母親が

孤立してしまうことがある。若い夫婦が無理なく子どもを育

てられるためには、親だけの力では不十分だ。わたしたちの町、

地域こそが、幸せな子どもを育てられる。

今すぐはじめよう

15
提言

時間をかけて取り組もう

優秀な子どもを育てるって一体何だろう、たくさん勉強させ

て良い学校、良い会社に入れること？ わたしたちが目指した

いのはそれだけじゃない。子どもには一人ひとり"個性"とい

う才能があるじゃないか。だから子どもたちの個性を活かす

教育をしよう。そして、わたしたちの町から世界へ羽ばたいて

もらおう。世界で存在感を示せる尖った個性は、学校の成

績だけでは測れない。

今すぐはじめよう

16
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将来チャレンジしよう
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10代の挑戦を
応援できる町になろう。

「地域でチャレンジを後押しする」益城町

□ 中学生・高校生の居場所を作ろう

□ 中高生のチャレンジを応援しよう

□ それぞれの場所で「ここは〇〇をしていい場所」「ここで〇〇
をするためにはこういう手続きが必要」というのをしっかりアピー
ルしていこう

□ ICTを活用して、台湾との交流×体験型学習を充実させよう

□ 公民館に、子どもたちの挑戦を後押しできるような人を置こう

□ 学校で学んだことをすぐに実践できる場をつくろう

□ ドローンのプログラミングから実際に飛ばすところまでできる場
をつくろう

□ 放課後過ごすことができる、「何でもやっていい場所」をつくろう

□ 商店街に挑戦できる／応援される居場所をつくろう

□ 子どもが海外で挑戦できる環境を整えよう（空港…海外と近
い益城町）

失敗は成功の母と言う。子どもたちに、一度失敗したらもう

取り返しがつかないなんて思って欲しくない。失敗を恐れて

何もしないのが一番もったいない。もっとチャレンジしたって、

そして失敗したっていいじゃないか。私たちの町という「学校」

で挑戦する若者をみんなで応援しよう。活力に溢れた若者

は、間違いなく地域の財産になる。

今すぐはじめよう

17
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将来チャレンジしよう
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益 企 第 ５ ２ ２ 号
令和元年１０月１０日

第２期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について（諮問）

このことについて、益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会設置要項第２条の規定に基づき、次のとおり
諮問します。

　益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会会長　様

益城町長　西村　博則

「震災による離町の抑制、離町者の早期帰還の実現」「交流人口・関係人口の増加」「町の活気・賑わいの創出」
の実現に向け、新しい時代の社会の姿も見据えた第２期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について、
貴審議会の審議を求めます。

諮　問

益 総 戦 審 第 ３ 号
令 和 ２ 年 ３ 月 ２ 日

第2期「益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」について（答申）

　令和元年１０月１０日付け益企第５２２号で諮問のあったこのことについて、当審議会で慎重に審議を重ね、別
冊のとおり取りまとめましたので答申します。
　なお、戦略の推進にあたっては、当審議会の審議過程を尊重するとともに、特に次の事項に配慮されるよう要
望します。

　益城町長　西村　博則　様

益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会
会長　鈴木　桂樹

1.　�本戦略の実現を図るため、官民連携体制による分野間の効果的な施策連携を推進するとともに、的確な
施策評価などを実施して、適切かつ柔軟な進行管理を図ること。

2.　�本戦略の趣旨や内容を分かりやすい形で積極的に住民等に周知し、広く住民等の理解と協力を求めること。

第２期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について（諮問）

第２期益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について（答申）
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